
 

第３章 NPO の有給職員雇用の要因と変化 

―2004 年と 2014 年調査データの比較から― 

 
 

第1節 はじめに 

 

1998 年に NPO 法が施行されてから 17 年。NPO という言葉は一般的にも認知され、ボ

ランティア活動もより身近になってきている。JILPT では、10 年前の 2004 年に NPO 法人

を対象とした調査を実施している。その頃 NPO 法人は、施行から約 5 年で法人数が急増

していた時期であった。しかし、当時の調査結果からは、法人の財政基盤は脆弱で、雇

用の場として期待はするものの機能しているとはいえない状況がみえた。あれから 10 年

経過し、今回の調査からは成長をはっきりと確認することが出来る。 

日本が経済不況に喘いだこの 10 年、NPO 法人は増加し続けている（第 3-1-1 図）。認

証数は 2015 年 12 月時点で 5 万団体を超え、1 団体あたりの人数も増加している（第 3-1-2

図）。 

 

第 3-1-1 図 NPO 法人認証数の推移1 

 

                                                  
1 解散数減算後の数値。2015 年 12 月末日時点で累計 1 万 1333 団体が解散している。 

－ 35 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 

第 3-1-2 図 NPO 法人の人員構成（左：2004 年調査、右：2014 年調査） 

 

出典）JILPT[2015]図 2-1-1、2-1-2。 

 

2004 年の調査では、正規職員数の平均が 1.4 人、非正規職員数の平均が約 3 人であっ

たが、今回の調査では正規職員が約 3 人、非正規職員が約 6 人とほぼ倍の人数に拡大し

ている。 

NPO での雇用の広がりは、NPO への認知度やニーズの高まりも要因として挙げられる

が、一般労働市場との関係性は否定できない。失業率が高まっている状況であれば、求

職者はより低い賃金でも働こうとするため、市場賃金は低くなり、賃金が相対的に低い

レベルにある NPO でも雇用が吸収される可能性はある。また、この 10 年で地方自治体で

は緊縮財政や公務員数の削減が求められ、公的サービスが官から民へ委託されることも

増えてきており、NPO での雇用拡大につながった可能性は高い。 

本稿では、NPO 法人が有給職員を雇用する要因を分析する。財政規模や活動分野とい

った基本的属性、人材構成、運営方針といった団体特性を掴み、2004 年調査と 2014 年調

査との比較から、10 年前と現在の雇用の要因とその変化についてみていく。また、都道

府県別の市場賃金レベルの影響をみるために、マクロデータを変数に取り込んで分析を

行う。本稿の構成は以下のようである。 

第 2 節では問題意識と仮説を提示する。特に地域別、人材構成別の有給職員数、特に

正規職員数を図示する。また、NPO 法人の有給職員の賃金の特徴を述べた上で、市場賃金

との関係性を考察する。第 3 節ではデータと変数の説明を行い、第 4 節で分析結果を述

べる。最後に結果をまとめ、NPO 法人の有給職員の雇用創出についての課題について論じ

たい。 

注）データラベルは、「活動形態,平均人数,総数に占める割合の順」に記している。
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第2節 問題意識と仮説 

 

1. 仮説 1：NPO の有給職員は地方へ拡大している 

NPO 法人の有給職員数が拡大基調にあることは間違いないが、それではどういった団

体で有給職員は雇用されているのか。また、有給職員は、（当調査では便宜上）「正規職

員」と「非正規職員」に分けているが、それぞれを雇用する規定要因は何だろうか。 

NPO の一般的認知と共に、雇用も地方へ広がりをみせている可能性は高い。実はボラ

ンティア活動や NPO 活動といった社会貢献活動は、都市部よりもより規模の小さい町村

で参加率が高いという先行研究がある（Freeman（1997）、小野（2012）、馬（2012）、Ma & 

Ono（2013））。特に、日本では 1990 年代に入り、地方自治体の財政が急速に悪化し、公

務員数の削減や、公的サービスを官から民へと移管、委託するようになってきている。

より税収の少ない地方では、地域住民が互いに助け合う共助の活動に頼らざるを得なく

なる。こうしたことを背景に地方で NPO へのニーズが高まっていることも考えられる。 

第 3-2-1 表は、地方別に 1 団体あたりの NPO 法人の有給職員数と正規職員数の平均値

と標準偏差を表している。第 3-2-2 図は、第 3-2-1 表の平均値を図示したもので、左が

有給職員数、右が正規職員数で、それぞれの変化がみてとれる。 

これをみると、2004 年調査では、ほとんど平均値に差がみられないが、2014 年調査

では差が出てきていることがわかる。特に、正規職員数で差の広がりが視覚的にも認識

しやすく、北海道・東北地方と九州・沖縄地方での正社員数の伸びが大きい。他方、関

東地方、東京では、2004 年調査でも正規職員数は少なかったが、2014 年調査でもそれほ

ど伸張していない。このように、有給職員数は地方の NPO において増加している可能性

が指摘できる。 

 

第 3-2-1 表  NPO 法人の有給職員数と正規職員数（地方別） 

 

 

 

ｎ 平均値 標準偏差 ｎ 平均値 標準偏差 ｎ 平均値 標準偏差 ｎ 平均値 標準偏差

全国 3,399 5.55 12.25 3,410 1.69 3.83 2464 9.11 20.72 2509 3.35 6.71

北海道 156 5.42 9.18 156 2.32 4.94 100 10.28 21.59 100 4.26 10.36

東北地方 185 4.31 8.23 185 2.01 4.31 533 7.77 12.04 545 4.24 7.46

関東地方 1,174 6.43 14.31 1,176 1.52 3.36 706 9.87 21.15 720 2.77 6.20

東京 544 5.10 12.19 544 1.39 3.21 279 8.04 20.08 285 2.19 4.68

北陸・甲信越地方 236 4.82 10.01 236 1.89 3.94 169 7.38 10.63 174 3.24 5.78

東海地方 206 6.57 15.13 208 1.63 4.19 185 14.11 44.58 186 3.28 8.05

近畿地方 563 5.93 13.31 568 1.80 4.60 379 9.39 21.45 385 3.04 5.89

中国地方 169 4.25 7.15 169 1.65 3.20 117 7.63 13.00 119 3.37 5.53

四国地方 96 4.93 10.06 96 1.65 3.40 73 5.38 7.30 73 2.33 3.51

九州・沖縄地方 322 5.34 11.20 322 1.95 3.98 202 7.98 11.85 207 3.67 6.24

有給職員数 正規職員数

2004年調査 2014年調査

有給職員数 正規職員数
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第 3-2-1 図 NPO 法人の有給職員と正社員数の推移（地方別、2004 年と 2014 年） 

 

 

2. 仮説 2：市場賃金のより低い地域で NPO の雇用は広がる 

では、有給職員とボランティアの増加は同じような要因と考えればよいのだろうか。

上記仮説のように、地方での NPO へのニーズの高まりも考えられるが、有給職員の場合

は、もう少し複雑なのではないかと思う。それは、賃金という対価が介在することによ

り、一般労働市場と競合することになるからである。有給職員で働く人は、恐らく NPO

からの賃金と、それ以外での自分が獲得出来るであろう市場賃金額を比較するはずであ

る。その上で、NPO での仕事内容や就業条件等を考慮して就業することを選択すると考え

る。雇用する側の NPO も、いくら給料を払えば有給職員を雇用し継続的に働いてくれる

か、同時に団体の賃金支払い能力を天秤にかけるだろう。その際には恐らく、その地域

や同じ業界分野の賃金を参考にするに違いない。 
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表 3-2-2 は、厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（以下、賃金センサスという）の

2003 年と 2013 年の都道府県別の一般労働者（産業計、規模計）の所定内給与額（月額）

の数値である。賃金変化をみると、全国では 5,800 円減少、多くの都道府県で減少とな

っており、プラスのところでも増加幅は小さい。では NPO 法人の賃金はどうだったのか。 

 

第 3-2-2 表 一般労働者（産業計、規模計）の賃金推移（都道府県別） 

 

 

第 3-2-2 図は、NPO 法人の正規職員の年収、第 3-2-3 図は非正規職員の時給を示して

いる。調査では、それぞれの団体で雇用している正規職員（あるいは非正規職員）のう

ち、賃金の「高い人」、「低い人」（2014 年調査では「平均的な人」も）について、その金

額を聞いている。2014 年の正規職員の「平均的な人」の年収の平均値は、260.4 万円で

あり、賃金センサス（H25）の一般労働者の平均値 336.4 万円に比べると 2 割ほど低くな

っている。2004 年調査からの変化をみると、「高い人」も「低い人」も 1.2 倍くらいにな

っており、「高い人」は賃金センサスの一般労働者の平均値を上回っている。 

非正規職員の時給については、正規職員と違い、市場賃金との差は小さい。2014 年調

査での「平均的な人」の値は 991.9 円で、賃金センサス（H25）の 1030 円とは 40 円弱の

差である。2004 年から 2014 年の賃金は 1.15～1.17 倍に伸びており、賃金センサスの伸

び（1.13 倍）と大差ない。このように、NPO 法人の非正規職員の賃金は、ほぼ市場賃金

と同じといってよい。市場賃金との違いが大きいのは正規職員である。 

2003年(a) 2013年(b) (b)-(a) 2003年(a) 2013年(b) (b)-(a)

全国 329.8 324.0 -5.8 三　重 326.6 318.3 -8.3
北海道 284.7 281.3 -3.4 滋　賀 334.0 328.0 -6.0
青　森 246.9 253.0 6.1 京　都 335.5 327.7 -7.8
岩　手 255.4 250.2 -5.2 大　阪 351.1 343.8 -7.3
宮　城 302.0 299.9 -2.1 兵　庫 334.2 327.4 -6.8
秋　田 261.1 248.5 -12.6 奈　良 330.6 310.5 -20.1
山　形 256.8 258.9 2.1 和歌山 308.1 298.9 -9.2
福　島 285.6 287.7 2.1 鳥　取 272.7 266.1 -6.6
茨　城 332.8 318.3 -14.5 島　根 270.2 266.9 -3.3
栃　木 321.4 314.9 -6.5 岡　山 299.6 305.0 5.4
群　馬 317.3 308.1 -9.2 広　島 320.5 312.3 -8.2
埼　玉 333.5 328.9 -4.6 山　口 290.6 290.6 0.0
千　葉 343.0 328.0 -15.0 徳　島 298.5 279.2 -19.3
東　京 395.4 393.1 -2.3 香　川 291.8 305.3 13.5
神奈川 372.2 359.6 -12.6 愛　媛 292.8 278.1 -14.7
新　潟 279.7 280.4 0.7 高　知 273.5 260.7 -12.8
富　山 295.3 296.2 0.9 福　岡 306.6 305.7 -0.9
石　川 297.2 289.9 -7.3 佐　賀 270.8 255.7 -15.1
福　井 295.0 290.8 -4.2 長　崎 267.1 268.7 1.6
山　梨 321.7 302.2 -19.5 熊　本 279.7 270.7 -9.0
長　野 303.8 299.2 -4.6 大　分 275.4 267.4 -8.0
岐　阜 306.0 302.3 -3.7 宮　崎 249.7 245.1 -4.6
静　岡 324.5 321.4 -3.1 鹿児島 261.1 261.9 0.8
愛　知 350.7 348.1 -2.6 沖　縄 247.9 244.2 -3.7

所定内給与額（月額）（単位＝千円）

一般労働者、産業計、規模計、『賃金構造基本調査』
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第 3-2-2 図 NPO 法人の正規職員の年収と比較 

 

 

第 3-2-3 図 NPO 法人の非正規職員の時給と比較 

 

第 3-2-3 表は、地方別に NPO 法人の正規職員と非正規職員の賃金推移をみたものであ

る。これをみると、四国地方を除いて、正規職員の年間収入が大幅に向上していること

がわかる。このように市場賃金が伸び悩む中で、NPO 法人の賃金は改善されてきているこ
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出典）JILPT[2015]図 2-4-1 
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とも、雇用人数が増加している一因でないかと思われる。市場賃金が低ければ、NPO 法人

が提示する賃金とのギャップも小さくなり、雇用者が流入するだろう。地方での雇用の

広がりも、市場賃金の低い地域で特に雇用が進むと考える。 

 

第 3-2-3 表 NPO 法人の正規職員と非正規職員の賃金推移（地方別、ウェイトなし） 

 

 

3. 仮説 3：行政からの資金（助成金、補助金、委託事業）が有給職員雇用につながる 

NPO 法人の財源の種類は多様である2。介護事業を展開しているような NPO ではサービ

ス提供によって自主財源の割合が高くなるが、会員からの会費や寄付に頼る NPO も少な

くない。また、民間団体や行政からの助成金や補助金といった外部資金も NPO を支える

重要な財源となる。さらに、公的サービスが民間委託されることも増え、NPO 法人が委託

先として事業を行うことも増えてきている。こういった財源の違いによって有給職員数

が変わってくるのだろうか。 

 

                                                  
2 NPO の財源の多様さについては、石田（2008）が詳しい。 

ｎ 平均値(a) 標準偏差 ｎ 平均値(b) 標準偏差 (b)-(a)

全国 1,022 221.70 116.73 1037 250.10 96.37 28.41

北海道 65 216.22 137.40 48 229.10 75.71 12.89

東北地方 61 187.96 92.16 272 220.55 66.47 32.59

関東地方 349 245.54 124.57 261 286.43 129.62 40.89

東京 156 262.22 135.15 90 294.53 118.22 32.31

北陸・甲信越地方 59 211.32 111.61 74 233.50 82.51 22.18

東海地方 59 221.04 109.73 78 264.94 68.59 43.89

近畿地方 175 209.18 109.43 143 263.61 90.90 54.43

中国地方 50 188.40 99.22 39 255.36 94.04 66.96

四国地方 27 229.67 79.93 33 226.15 62.58 -3.52

九州・沖縄地方 101 193.69 101.98 89 230.88 80.67 37.19

ｎ 平均値(a) 標準偏差 ｎ 平均値(b) 標準偏差 (b)-(a)

全国 1,042 931.18 424.77 946 957.56 535.74 26.39

北海道 54 787.82 222.88 45 882.87 165.05 95.04

東北地方 60 778.63 242.97 215 862.22 197.13 83.59

関東地方 366 988.09 399.60 271 1094.05 754.83 105.96

東京 160 1033.94 373.17 95 1147.08 758.05 113.15

北陸・甲信越地方 71 850.19 379.89 68 892.62 180.62 42.43

東海地方 65 880.68 275.91 71 898.04 122.44 17.36

近畿地方 184 949.32 540.78 138 959.88 268.35 10.57

中国地方 48 884.20 423.78 43 1094.05 1400.63 209.85

四国地方 28 829.46 377.02 25 887.04 170.36 57.58

九州・沖縄地方 94 893.11 426.12 70 830.27 162.83 -62.84
注1）問5「年収の高い人」と「年収の低い人」を足して２で割ることで平均的な値とした。

注2）問5「平均的な人」の値とした。

注3）問6「時給の高い人」と「時給の低い人」を足して2で割ることで平均的な値とした。

注4）問6「平均的な人」の値とした。

2014年調査　注4

正規職員年収（単位＝万円）

非正規職員時給（単位＝円）

2004年調査　注1 2014年調査　注2

2004年調査　注3
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第 3-2-4 図は、2014 年調査から、有給職員の有無別に、主な資金提供元団体を示して

いる。これをみると、主な資金提供元が「地方自治体」である NPO 法人には、有給職員

がいる割合が高いことがわかる。逆に、差はわずかではあるが、民間企業から資金提供

を受けている団体では有給職員がいない割合が高い。 

 

第 3-2-4 図 有給職員の有無と資金提供元団体（複数回答）の関係 

 

行政から資金提供を受ける場合、往々にして応募書類や報告書等、提出する資料の質

量共に多くなる。おのずと資料作成に割く時間も長くなり、作成能力も問われるという。

また、当然ながら事業の実行能力も含め、事業そのものも精査されるため、無給のボラ

ンティアだけでは事業を回しきれないということもあるだろう。近年行政からの助成

金・補助金は、事業をする際の人件費も広く認めるようになってきていることも、有給

職員雇用につながっていると考えられる。例えば、今回の調査においても、獲得した助

成金、補助金の名称として「新しい公共」や「緊急雇用創出事業」などの名前が挙がっ

ており、これらは事業遂行にかかる人件費を総額認める内容となっている。 

 

4. 仮説 4：有給職員の雇用は、中核となるボランティアと代替される関係にある 

NPO 法人の設立の要件は、会員が 10 名からで、理事 3 名以上・監事 1 名以上となって

いる。資本金は不要である。そのため、多くの法人は設立時、無償の役員やボランティ

アの会員が中心メンバーとなる。そして、活動が軌道に乗り、財政基盤が拡大してくる
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につれ有給職員を雇用するようになる。それではどのくらい財政規模が拡大してきたら、

有給職員を雇用するようになるのだろうか。また、その際、どのようなボランティアが

有給になるのだろうか。ボランティアにも、組織の中核となって専従で活動する形態（当

調査では「無償事務局ボランティア」という）と、イベント等で頼まれた時や、中核の

ボランティアの補助的活動を担う形態（当調査では「無償その他ボランティア」という）

に分類される。また、必要経費や謝金が支払われる「有償ボランティア」もある。 

第 3-2-5 図は財政規模別に活動形態別有無の割合を表している。有給職員である「正

規職員」と「非正規職員」の推移をみると、年間収入規模が 500 万円未満と極めて小規

模の団体では有給職員がいる割合が低いが、「500～1,000 万円」を境に急激に割合が上昇

し、「1,000～3,000 万円」では「正規職員」「非正規職員」ともに 77％、5,000 万円以上

の団体では 9 割を超えるようになる。一方、有給職員と逆の動きをする活動形態は「無

償事務局ボランティア」である。「500～1,000 万円」を境に急激に割合が下降し、5,000

万円以上の団体では 1 割に満たない。「無償その他ボランティア」に関しては、1,000 万

円以上の団体で 3～4 割を保っており、「有償ボランティア」も同様に 3 割程度を保って

いることがわかる。このように、特に創設時のような小規模団体で中心となるボランテ

ィアは、財政規模が大きくなると有給職員として雇用される可能性がうかがえる。 

 

第 3-2-5 図 活動形態別の有無と財政規模の関係 
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出典）JILPT[2015]図 2-1-4
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第3節 分析方法と変数の説明 

 

本分析では、JILPT が 2014 年に実施した「NPO 法人の活動と働き方に関する調査（団

体調査）」（以下、2014 年調査）と、2004 年に実施した「NPO 法人における能力開発と雇

用創出に関する実態調査」3（以下、2004 年調査）に共通する変数を用い、それぞれ有給

職員雇用の規定要因を分析、比較する。また、賃金センサスから都道府県別の賃金デー

タを入れて、一般労働市場が NPO の労働市場に及ぼす影響を分析する。なお、2014 年調

査データは、東日本大震災関連のデータを多く取得するために、東北 3 県（岩手、宮城、

福島）の NPO 法人は悉皆調査になっている。分析にあたっては、都道府県別にウェイト

バック処理を行い、データのひずみを取っている。ウェイト値については、第 1 章の第

1-1-1 表を参照されたい。 

被説明変数は、調査実施年の前年度の有給職員数（正規職員数と非正規職員数の合計

値）と正規職員数、必要に応じて非正規職員数も被説明変数として分析する。データは

有給職員が 0 人の団体を多く含み、分布の左側で切断された形状になるため、通常の最

小二乗法で推計するに適さない。そのため分析にはトービットモデルを採用する4。 

説明変数は、仮説 1 の説明のために、NPO 法人の所在地の都市規模と、都市の代表と

して「東京ダミー」を投入する。都市規模の分類は、2014 年調査は 4 つ（政令指定都市、

人口 10 万人以上の市、人口 10 万人未満の市、町村）、2004 年調査では 3 つ（政令指定都

市、県庁所在地あるいはそれに順ずる市、それ以外の市町村）となっていて、多少違い

はあるものの概ね大中小規模を認識できる変数となっている。双方とも「政令指定都市」

をリファレンスグループとして、それぞれの規模でダミー変数を作成する。2014 年調査

では、東日本大震災の復興支援事業の影響も考えられるため、分析では「東北 3 県ダミ

ー」を投入して地域の特性を掴む。 

次に、仮説 2 の説明のために、NPO 法人が所在する都道府県の市場賃金データとして、

「賃金構造基本調査（2013 年、2003 年）」から、一般労働者の「決まって支給される現

金給与額」を入れる。市場賃金が低い地域で有給職員数が多ければ、負の関係性が観察

される。 

仮説 3 の説明には、資金提供元として割合が高い 3 つの提供元のダミーを作成する。

すなわち、「公益法人、一般法人」「民間企業」「行政」である。この分析は 2014 年調査

の問 28(2)「資金提供を受けている団体」で複数回答式の設問を使っている。「行政」の

変数は、「地方自治体（都道府県）」、「地方自治体」（市区町村）」のいずれかを選択して

いれば「1」とするダミー変数とした。なお、この分析は変数作成の関係上、2014 年調査

                                                  
3 2004 年調査問 5（1）正規職員年収高い方の額（2）正規職員年収低い方の額について、以下のように、疑

義のあるデータを欠損値に修正した。問 5（1）は、2,050 万円以上の 7 件、（2）は 1,760 万円以上の 6 件。 
4 Tobit model については W.H.Greene（1997）pp.962-974 を参照。 
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のみ行っている。 

仮説 4 の説明には、ボランティアとの関係性を分析するために、「有償ボランティア」、

「無償事務局ボランティア」「無償その他ボランティア」のそれぞれの人数を投入してい

る。また、NPO 法人の人材構成の特徴が有給職員数に影響を与えるのかを分析するために、

2014 年調査の分析では、問 11 から、「若年層多数ダミー」「男性多数ダミー」「高学歴多

数ダミー」を作成、投入している。 

この他、コントロール変数として、財政規模（2013 年度の団体年収、連続変数）、活

動分野として保健医療福祉ダミー、設立年（西暦、連続変数）を採用する。変数の説明

は第 3-3-1 表、記述統計量は章末付表 1、2 を参照されたい。 

 

第 3-3-1 表 変数一覧 

 

 

2004年調査データ Variable 変数の説明

被説明変数

有給職員数 yukyu 正規職員数＋非正規職員数

正規職員数 seiki 問1.正規職員数

非正規職員数 hiseiki 問1.非正規職員数

説明変数

団体年収（2002年度） q39b2 問39.　2002年度年間収入

分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 問34.　「1.保健・医療・福祉」を選択した場合、「1」

設立年 q35 問35. 設立年（西暦）

所在地 政令指定都市 seirei

県庁所在地またはそれに順ずる都市 kencho

上記以外の市町村 shichoson

地域 東京ダミー tokyo 都道府県別サンプリングデータで、所在地が東京の場合に「1」

都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 賃金センサス（2003年）、都道府県別（産業計、規模計）一般労働者１か月あたりの所定内給与額×12

ボランティア数 有償ボランティア数 q1a6 問1.有償ボランティア数

無償事務局ボランティア数 q1a7 問1.無償事務局ボランティア数

その他ボランティア数 q1a8 問1.無償その他ボランティア数

2014年調査データ Variable 変数の説明

被説明変数

有給職員数 yukyu 正規職員数＋非正規職員数

正規職員数 q1c_2013 問1.正規職員数

非正規職員数 q1d_2013 問1.非正規職員数

説明変数

団体年収（2013年度） q30_7_r 問30.　2013年度年間収入

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 問23.　「1.保健・医療・福祉」を選択した場合、「1」

設立年 setsuritsu 「設立年」（西暦）

所在地 政令指定都市 seireid

人口10万人以上の市 kibo2

人口10万人未満の市 kibo3

町村 choson

地域 東京ダミー tokyo 都道府県別サンプリングデータで、所在地が東京の場合に「1」

東北3県ダミー jiku_41 都道府県別サンプリングデータで、所在地が岩手、宮城、福島の場合に「1」

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 賃金センサス（2013年）、都道府県別（産業計、規模計）一般労働者１か月あたりの所定内給与額×12

市場賃金（非正規） wagesensusprt 賃金センサス（2013年）、都道府県別（産業計、規模計）短時間労働者１時間あたりの所定内給与額

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 問1.有償ボランティア数

無償事務局ボランティア数 q1g_2013 問1.無償事務局ボランティア数

その他ボランティア数 q1h_2013 問1.無償その他ボランティア数

人員構成の特徴 若年層が多いダミー jiku_18 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.中高年が多い」）

男性が多いダミー jiku_20 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.女性が多い」）

大卒以上が多いダミー jiku_22 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.学歴はばらばら」）

資金提供元 公益法人、一般法人ダミー q28_2_03 問28.(2)で「3.公益法人、一般法人」を選択した場合に「1」

民間企業ダミー q28_2_12 問28.(2)で「12.民間企業」を選択した場合に「1」

行政ダミー gyosei 問28.(2)で「13.地方自治体（都道府県）」または「14.地方自治体（市区町村）」を選択した場合に「1」

問36.　所在地でそれぞれ選択した場合に「1」

「主たる事務所所在地」でそれぞれ選択した場合に「1」

2004年調査データ Variable 変数の説明

被説明変数
有給職員数 yukyu 正規職員数＋非正規職員数

正規職員数 seiki 問1.正規職員数

非正規職員数 hiseiki 問1.非正規職員数

説明変数

団体年収（2002年度） q39b2 問39.　2002年度年間収入

分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 問34.　「1.保健・医療・福祉」を選択した場合、「1」

設立年 q35 問35. 設立年（西暦）

所在地 政令指定都市 seirei

県庁所在地またはそれに順ずる都市 kencho

上記以外の市町村 shichoson

地域 東京ダミー tokyo 都道府県別サンプリングデータで、所在地が東京の場合に「1」

都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 賃金センサス（2003年）、都道府県別（産業計、規模計）一般労働者１か月あたりの所定内給与額×12

ボランティア数 有償ボランティア数 q1a6 問1.有償ボランティア数

無償事務局ボランティア数 q1a7 問1.無償事務局ボランティア数

その他ボランティア数 q1a8 問1.無償その他ボランティア数

2014年調査データ Variable 変数の説明

被説明変数
有給職員数 yukyu 正規職員数＋非正規職員数

正規職員数 q1c_2013 問1.正規職員数

非正規職員数 q1d_2013 問1.非正規職員数

説明変数

団体年収（2013年度） q30_7_r 問30.　2013年度年間収入

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 問23.　「1.保健・医療・福祉」を選択した場合、「1」

設立年 setsuritsu 「設立年」（西暦）

所在地 政令指定都市 seireid

人口10万人以上の市 kibo2

人口10万人未満の市 kibo3

町村 choson

地域 東京ダミー tokyo 都道府県別サンプリングデータで、所在地が東京の場合に「1」

東北3県ダミー jiku_41 都道府県別サンプリングデータで、所在地が岩手、宮城、福島の場合に「1」

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 賃金センサス（2013年）、都道府県別（産業計、規模計）一般労働者１か月あたりの所定内給与額×12

市場賃金（非正規） wagesensusprt 賃金センサス（2013年）、都道府県別（産業計、規模計）短時間労働者１時間あたりの所定内給与額

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 問1.有償ボランティア数

無償事務局ボランティア数 q1g_2013 問1.無償事務局ボランティア数

その他ボランティア数 q1h_2013 問1.無償その他ボランティア数

人員構成の特徴 若年層が多いダミー jiku_18 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.中高年が多い」）

男性が多いダミー jiku_20 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.女性が多い」）

大卒以上が多いダミー jiku_22 問11.(a)「Aに近い」「ややAに近い」を選択した場合に「1」（対立軸は「B.学歴はばらばら」）

資金提供元 公益法人、一般法人ダミー q28_2_03 問28.(2)で「3.公益法人、一般法人」を選択した場合に「1」

民間企業ダミー q28_2_12 問28.(2)で「12.民間企業」を選択した場合に「1」

行政ダミー gyosei 問28.(2)で「13.地方自治体（都道府県）」または「14.地方自治体（市区町村）」を選択した場合に「1」

問36.　所在地でそれぞれ選択した場合に「1」

「主たる事務所所在地」でそれぞれ選択した場合に「1」
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第4節 分析結果 

 

1. 地域と市場賃金との関係について 

2004 年調査データで分析した結果は第 3-4-1 表、2014 年調査データの分析は第 3-4-2

表に示している。 

第 3-4-1 表分析 1、3、4、6 は都市規模に関する変数を、分析 2、5 には「東京ダミー」

を加えているが、これらはいずれも有意な値となっていない。つまり、2004 年調査時点

では、全国の NPO 法人での有給職員数も正規職員数も特に所在する都市規模との関係性

はなかったといえる。 

一方、2014 年調査の第 3-4-2 表分析 7 と 10 をみると、リファレンスグループの「政

令指定都市」に対して、「人口 10 万人以上の市」「人口 10 万人未満の市」は正の値で有

意となっている。正規職員数を被説明変数とした分析 10 では「町村」も正で有意な値で

ある。つまり、政令指定都市より小さい市町村にある NPO 法人では、より多くの有給職

員や正規職員を雇用しているといえる。また、分析 8 と 11 は「東京ダミー」を投入して

いるが、いずれも負の値で有意となっている。つまり、東京の NPO 法人では雇用する有

給職員や正規職員の数は少ないといえる。なお、被説明変数を正規職員数とした分析 10

と 11 の方が、t 値が高い。 

 

第 3-4-1 表 有給職員数と正規職員数の規定要因、地域と市場賃金（2004 年調査データ） 

 

 

2004年データ 有給職員数

Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ

q39b2 1.18E-04 2.11E-05 5.57 *** 1.17E-04 2.12E-05 5.50 *** 1.15E-04 2.16E-05 5.30 ***

分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 15.467 0.986 15.69 *** 15.720 0.976 16.11 *** 16.133 1.036 15.57 ***

設立年 q35 -0.208 0.058 -3.59 *** -0.206 0.058 -3.55 *** -0.200 0.061 -3.30 **

所在地
（政令指定都市）

県庁所在地またはそ

れに順ずる都市
kencho -0.731 1.370 -0.53 0.158 1.606 0.10

上記以外の市町村 shichoson 1.190 1.102 1.08 1.710 1.277 1.34

東京ダミー tokyo 0.310 1.293 0.24

都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 0.019 0.011 1.79 +

定数項 408.874 115.647 3.54 *** 405.256 116.061 3.49 *** 383.724 121.110 3.17 **

/sigma 18.928 0.428 18.953 0.428 19.285 0.450

サンプルサイズ
log likelihood
擬似決定係数

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

2004年データ 正規職員数

Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ

q39b2 4.76E-05 8.08E-06 5.89 *** 4.75E-05 8.09E-06 5.88 *** 4.60E-05 8.23E-06 5.59 ***

分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 5.195 0.407 12.76 *** 5.275 0.403 13.09 *** 5.429 0.428 12.69 ***

設立年 q35 -0.077 0.023 -3.28 ** -0.078 0.024 -3.31 ** -0.077 0.024 -3.16 **

所在地
（政令指定都市）

県庁所在地またはそ

れに順ずる都市
kencho -0.136 0.565 -0.24 -0.885 0.658 -1.35

上記以外の市町村 shichoson 0.509 0.452 1.13 -0.140 0.520 -0.27

東京ダミー tokyo -0.513 0.535 -0.96

都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 -0.011 0.004 -2.48 *

定数項 149.392 46.795 3.19 ** 151.082 46.928 3.22 ** 154.796 48.897 3.17 **

/sigma 7.365 0.196 7.371 0.196 7.484 0.205

サンプルサイズ
log likelihood
擬似決定係数

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

1778

-3223.6374

0.0334

1898 1898

-3426.4395

団体年収（2002年度）

団体年収（2002年度）

2004年データ　分析3

1769

-4925.7989

0.0289

2004年データ　分析6

-3427.0017

0.0318 0.0317

-5236.7445 -5238.0067

0.0278 0.0275

2004年データ　分析4 2004年データ　分析5

2004年データ　分析1 2004年データ　分析2

1888 1888
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第 3-4-2 表 有給職員数と正規職員数の規定要因、地域と市場賃金（2014 年調査データ） 

 

 

次に、市場賃金データを投入した分析結果をみてみよう。2004 年調査データは第 3-4-1

表分析 3 と 6、2014 年調査データは第 3-4-2 表分析 9 と 12 である。有給職員数を被説明

変数とした分析 3 と 9 では、2004 年の分析 3 のみ正の値で有意になっている。逆に、正

規職員数を被説明変数とした分析 6 と 12 では、いずれも負の値で有意となっている。市

場賃金がより高い地域では、有給職員数全体でみると人数が多い傾向がみられるが、正

規職員に限った場合には市場賃金が低いところで人数が多くなるようである。なぜなの

か。 

 

2. 人員構成とボランティアとの関係について 

上記の疑問点について、有給職員数を構成する、正規職員ともう 1 つの活動形態であ

る非正規職員の人数を被説明変数としてみていくことにする。また、ここでボランティ

アとの関係もみていくことにする。第 3-4-3 表は 2004 年調査、第 3-4-4 表は 2014 年調

査の結果である。 

 まず、市場賃金からみていきたい。有給職員数と正規職員数を被説明変数とした推定

の場合、市場賃金の正負の傾向は先ほどの推定と同じである。分析 15 と 18 が非正規職

員数を被説明変数とした推定だが、この分析では正の値で有意になっており、有給職員

数の推定よりもｔ値が高くなっている。市場賃金が高い地域では、正規職員よりも、よ

り賃金が低い非正規職員が多く雇用される傾向にあると解釈できる。なお、分析 18’は、 

2014年データ 有給職員数 yukyu

Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t

団体年収（2013年度） q30_7 3.07E-03 2.17E-04 14.15 *** 3.06E-03 2.15E-04 14.22 *** 3.06E-03 2.18E-04 14.07 ***

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 10.682 1.380 7.74 *** 10.609 1.419 7.48 *** 10.693 1.380 7.75 ***

設立年 setsuritsu -0.188 0.064 -2.94 ** -0.191 0.066 -2.91 ** -0.184 0.065 -2.85 **

所在地（政令指定都市） 人口10万人以上の市 kibo2 3.266 1.466 2.23 * 3.674 1.713 2.15 *

人口10万人未満の市 kibo3 5.550 1.518 3.66 *** 6.043 1.808 3.34 **

町村 choson 2.515 1.805 1.39 3.168 2.156 1.47

特定地域 東京ダミー tokyo -3.893 2.161 -1.80 +

東北3県ダミー jiku_41 -1.751 1.394 -1.26

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 0.009 0.016 0.55

定数項 360.831 128.266 2.81 ** 370.441 131.433 2.82 ** 347.785 129.885 2.68 *

/sigma 22.803 0.914 24.95 *** 22.780 0.906 25.14 *** 22.796 0.911 25.02 ***

サンプルサイズ obs

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

2014年データ 正規職員数 q1c_2013

Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t

団体年収（2013年度） q30_7 1.01E-03 9.17E-05 11.01 *** 1.00E-03 8.99E-05 11.16 *** 1.01E-03 9.06E-05 11.16 ***

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 4.120 0.455 9.05 *** 4.096 0.457 8.96 *** 4.089 0.452 9.04 ***

設立年 setsuritsu -0.043 0.021 -1.99 * -0.049 0.022 -2.20 * -0.051 0.022 -2.33 *

所在地（政令指定都市） 人口10万人以上の市 kibo2 1.997 0.509 3.92 *** 1.267 0.564 2.25 *

人口10万人未満の市 kibo3 3.153 0.549 5.75 *** 2.270 0.580 3.91 ***

町村 choson 2.092 0.609 3.44 ** 0.911 0.687 1.33

特定地域 東京ダミー tokyo -2.444 0.638 -3.83 ***

東北3県ダミー jiku_41 1.576 0.558 2.82 **

都道府県データ 市場賃金 wagesensus -0.016 0.005 -3.18 **

定数項 78.229 42.652 1.83 + 92.277 44.246 2.09 * 101.149 44.047 2.30 *

/sigma 6.974 0.487 14.31 *** 6.957 0.481 14.48 *** 6.928 0.482 14.37 ***

サンプルサイズ obs

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

2014年データ　分析7 2014年データ　分析8 2014年データ　分析9

2062 2062 2062

 F( 6, 2056)  =  91.12  F(  5,  2057)   =     114.83  F( 7,  2055)   = 79.61

Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000

2014年データ　分析10 2014年データ　分析11 2014年データ　分析12

2091 2091 2091

F(  6,  2085)   =   69.05 F( 5,  2086)   =    86.82  F( 5, 2086)   =   86.82

Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000
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第 3-4-3 表 ボランティアとの関係性（2004 年データ） 

 

 

第 3-4-4 表 ボランティアとの関係性（2014 年データ） 

 

 

 

市場賃金のデータを一般労働者から短時間労働者（主に非正規雇用者）の賃金（1 時間当

たりの所定内給与額）に変更して推定したものだが、この変数も分析 18 同様にプラスで

有意になっており、非正規雇用者の賃金水準が高い地域でも非正規職員数が多くなるこ

2004年データ 有給職員数 正規職員数 非正規職員数

Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ Coef. Std. Err. ｔ

q39b2 1.11E-04 2.15E-05 5.19 *** 4.44E-05 8.13E-06 5.46 *** 7.94E-05 2.08E-05 3.82 ***

分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 15.549 1.041 14.94 *** 5.282 0.426 12.39 *** 14.758 1.045 14.12 ***

設立年 q35 -0.206 0.061 -3.39 ** -0.073 0.024 -2.99 ** -0.195 0.061 -3.21 **

所在地
（政令指定都市）

県庁所在地またはそ

れに順ずる都市
kencho -0.040 1.602 -0.02 -1.041 0.652 -1.60 0.669 1.613 0.41

上記以外の市町村 shichoson 1.812 1.273 1.42 -0.131 0.515 -0.25 2.538 1.272 1.99

都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 0.021 0.011 1.96 * -0.011 0.004 -2.57 * 0.034 0.011 3.15 **

ボランティア数 有償ボランティア数 q1a6 0.025 0.018 1.42 0.011 0.007 1.59 0.032 0.017 1.82 +

無償事務局ボランティq1a7 -0.279 0.104 -2.68 ** 0.012 0.041 0.3 -1.237 0.207 -5.98 ***

その他ボランティア数q1a8 -0.024 0.013 -1.84 + -0.008 0.005 -1.42 -0.015 0.014 -1.06

定数項 395.960 121.480 3.26 ** 146.142 48.771 3.00 ** 366.466 121.566 3.01 **

/sigma 19.159 0.448 7.384 0.203 18.320 0.472

サンプルサイズ
log likelihood
擬似決定係数

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+
0.0301 0.0340 0.0380

-4892.9712 -3197.3779 -4150.4646

2004年データ　分析13 2004年データ　分析14 2004年データ　分析15

団体年収（2002年度）

1763 1772 1764

2014年データ 有給職員数 正規職員数
Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t

団体年収（2013年度） q30_7 3.02E-03 2.20E-04 13.74 *** 1.00E-03 9.36E-05 10.69 ***

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 8.713 1.342 6.49 *** 3.606 0.448 8.04 ***

設立年 setsuritsu -0.199 0.068 -2.95 ** -0.054 0.023 -2.37 *

所在地（政令指定都市） 人口10万人以上の市 kibo2 2.831 1.698 1.67 + 1.083 0.559 1.94 **

人口10万人未満の市 kibo3 5.378 1.796 2.99 ** 2.127 0.574 3.70 ***

町村 choson 2.029 2.143 0.95 0.628 0.682 0.92

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 0.017 0.016 1.03 -0.014 0.005 -2.87 **

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 0.021 0.018 1.13 0.003 0.004 0.75

無償事務局ボランティア数 q1g_2013 -3.821 0.596 -6.42 *** -0.986 0.396 -2.49 *

その他ボランティア数 q1h_2013 -0.008 0.007 -1.21 -0.001 0.002 -0.66

定数項 379.680 135.906 2.79 ** 108.268 46.034 2.35 *

/sigma 22.447 0.901 24.92 *** 6.900 0.481 14.36 ***

サンプルサイズ obs

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

 F(  10,   2046)   =      67.59   F( 10,  2075)   =    42.77

Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000

2014年データ　分析16 2014年データ　分析17

2056 2085

2014年データ 非正規職員数 非正規職員数
Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t

団体年収（2013年度） q30_7 2.33E-03 1.74E-04 13.42 *** 2.34E-03 1.74E-04 13.43 ***

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 7.765 1.294 6.00 *** 7.809 1.297 6.02 ***

設立年 setsuritsu -0.173 0.064 -2.73 ** -0.173 0.064 -2.71 **

所在地（政令指定都市） 人口10万人以上の市 kibo2 3.098 1.593 1.95 + 2.658 1.553 1.71 +

人口10万人未満の市 kibo3 4.882 1.718 2.84 ** 4.360 1.673 2.61 **

町村 choson 1.984 2.092 0.95 1.275 2.032 0.63

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 0.042 0.015 2.71 *

市場賃金（非正規） wagesensusprt 0.016 0.007 2.22 *

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 0.017 0.027 0.63 0.017 0.027 0.63

無償事務局ボランティア数 q1g_2013 -3.444 0.527 -6.54 *** -3.427 0.523 -6.56 ***

その他ボランティア数 q1h_2013 -0.016 0.005 -3.60 *** -0.016 0.005 -3.58 ***

定数項 316.265 127.446 2.48 * 314.445 128.495 2.45 *

/sigma 21.781 0.733 29.71 *** 21.805 0.733 29.74 ***

サンプルサイズ obs

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+
Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000

2114 2114

F(  10,   2104)   =    49.55 F(  10,   2104)   =    50.13

2014年データ　分析18 2014年データ　分析18’
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とが示された。ちなみに、紙幅の関係で割愛しているが、分析 17 の正規職員数の推定に

も、「市場賃金（非正規）」の変数を入れて推計してみたが、同様に負で有意な結果とな

った。これらのことから、市場賃金が全般的に低い地域では、正規職員数が多くなり、

逆に、市場賃金が全般的に高い地域では、非正規職員数が多くなるという関係があると

推測される。 

次に、ボランティアとの関係をみていこう。2004 年調査（分析 13）では、有給職員

と「無償事務局ボランティア」と「無償その他ボランティア」は負の関係、つまり無償

ボランティアが減少すると有給職員が増えるという関係がみられる。また、非正規職員

（分析 15）に関しては、「無償事務局ボランティア」と負の関係、逆に、「有償ボランテ

ィア」とは正の関係を示しており、「無償事務局ボランティア」に代わって非正規職員が

増加し、「有償ボランティア」が増えると非正規職員も増えるという互いに補う関係にあ

ることがわかる。正規職員（分析 14）はどのボランティアとも関係性はみられず、非正

規職員との関係性の方がはっきりと表れている。 

一方、2014 年調査では、「無償事務局ボランティア」の推計値が有給職員（分析 16）、

正規職員（分析 17）、非正規職員（分析 18）のいずれでも符号が負で有意である。また、

「無償その他ボランティア」と非正規職員（分析 18）は負の関係がみられる。「有償ボラ

ンティア」はいずれの有給職員とも関係性はみられない。 

以上のことから、ボランティアの中でも、特に「無償事務局ボランティア」が減少す

ると、有給職員が増加することが観察された。また、10 年前は有給職員の中でも主に「非

正規職員」に代替される関係性がみられたが、現在は「正規職員」にも代替されてきて

いると推測される。一方、「有償ボランティア」に関しては、関係性が見出せておらず、

有給職員とは全く異なる職務職責で活動していると推測される。 

 

3. 人員構成の特徴と資金提供元との関係について 

第 3-4-5 表は、2014 年調査の分析 16、17 をベースに「人員構成の特徴」と「資金提

供元」の変数を追加投入した推定である。これらの変数を投入することで、都市規模の t

値が下がり、特に有給職員を被説明変数とした推定では、すべて有意ではなくなってい

る。 

「人員構成の特徴」についてみると、分析 19、20 共に同じような傾向となっている。

「若年層が多い」は正の値で有意であり、若年層が多い NPO 法人では、有給職員や正規

職員数が多くなるといえる。「男性が多い」は負の値で有意であり、女性が多い NPO 法人

ほど有給職員や正規職員数が多いといえる。「大卒以上が多い」も負の値で有意であり、

対立軸である「学歴はばらばら」の NPO 法人で有給職員や正規職員数が多いといえる。 

「資金提供元」についてみると、「行政」は正の値をとっており、資金提供元が行政

である場合は、有給職員や正規職員数が多いことがわかる。逆に、「民間企業」が資金提
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供元の NPO 法人は、有給職員や正規職員が少ないといえる。「公益法人、一般法人」の場

合は、関係性は見出せていない。 

 

 

第 3-4-5 表 資金提供元との関係性（2014 年調査） 

 

 

 

第5節 まとめ 

 

NPO 法人の有給職員数の規定要因についてまとめておきたい。 

まず、仮説 1 の地方への拡大についてだが、都市部よりも地方で有給職員、特に正規

職員数が多いということが 2014 年調査から確認された。2004 年調査では関係性は全く見

出せていないので、この 10 年での変化であるといえるだろう。これは、NPO の認知度や

ニーズが地方に拡大していることを示唆しており、有給職員に限らず、NPO 活動に参加す

るボランティアも同様の要因で増加していると推測される。 

仮説 2、市場賃金の低い地域で有給職員が多くなるという仮説については、2004 年、

2014 年調査に共通した結果となった。正規職員については、仮説通り負の結果が得られ

たが、有給職員全体については市場賃金が高い地域で人数が多くなるという正の関係が

観察された。そこで、非正規職員についても推定を行ったところ、有給職員全体と同じ

正の関係性がみられ、t 値が高くなった。以上のことから、市場賃金が高い地域では非正

規職員数が多くなり、正規職員数は少なくなるという、同じ有給職員でも雇用形態によ

って異なることが明らかになった。 

2014年データ 有給職員数 正規職員数
Coef. Std. Err. t Coef. Std. Err. t

団体年収（2013年度） q30_7 2.92E-03 2.22E-04 13.16 *** 9.46E-04 9.34E-05 10.13 ***

分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 4.990 1.273 3.92 *** 2.603 0.450 5.78 ***

設立年 setsuritsu -0.233 0.062 -3.74 *** -0.074 0.022 -3.31 **

所在地（政令指定都市） 人口10万人以上の市 kibo2 0.554 1.648 0.34 0.545 0.532 1.02

人口10万人未満の市 kibo3 2.754 1.815 1.52 1.805 0.557 3.24 ***

町村 choson -0.222 2.131 -0.10 0.138 0.689 0.20

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 0.027 0.016 1.67 + -0.011 0.005 -2.28 *

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 0.018 0.018 1.01 0.003 0.005 0.76

無償事務局ボランティア数 q1g_2013 -3.598 0.510 -7.06 *** -0.830 0.355 -2.34 *

その他ボランティア数 q1h_2013 -0.009 0.006 -1.54 -0.002 0.002 -0.98

人員構成の特徴 若年層が多い jiku_18 4.584 1.887 2.43 * 4.133 0.551 7.51 ***

男性が多い jiku_20 -8.697 1.487 -5.85 *** -2.693 0.485 -5.56 ***

大卒以上が多い jiku_22 -7.179 1.296 -5.54 *** -1.220 0.420 -2.90 **

資金提供元 公益法人、一般法人 q28_2_03 1.019 2.460 0.41 0.035 0.664 0.05

民間企業 q28_2_12 -3.743 1.890 -1.98 * -1.288 0.599 -2.15 *

行政 gyosei 4.410 1.349 3.27 ** 0.995 0.397 2.51 *

定数項 451.792 125.601 3.60 *** 148.096 45.049 3.29 **

/sigma 21.790 0.881 24.73 *** 6.443 0.424 15.21 ***

サンプルサイズ obs

p<0.1%***,<1% **,<5% *, <10%+

2014年データ　分析19 2014年データ　分析20

1995 2023

F(  16,   1979)   =      67.99  F(  16,   2007)   =      32.81

Prob > F  =  0.0000 Prob > F  =  0.0000
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仮説 3、行政から資金提供を受けている団体に有給職員が多いという仮説については、

仮説通り、行政から助成金や補助金などなんらかの資金を受け取っている場合に有給職

員数も正規職員数も人数が多くなるという関係性が見出せた。NPO との協働を推進してい

る地域では、NPO での雇用者数が多くなる可能性がある。 

仮説 4、ボランティアは有給職員に代替される関係にあるという仮説については、「無

償事務局ボランティア」に関しては有給職員に代わる存在であることがわかった。財政

規模が拡大して、有給職員を雇用することが出来るようになると、事務局となる中核の

ボランティアが有給職員となっていくことが考えられる。「無償事務局ボランティア」が、

正規職員と代替されることを考えると、付加価値の高いボランティアであることが想定

される。他のボランティアと同様に経済換算すると、過小評価される可能性があり、何

らかの工夫が必要だろう。 

その他、有給職員（あるいは正規職員）の人数が多い団体の基本的特徴として、財政

規模が大きい、活動分野が保健・医療・福祉分野であること、設立年が古いことが確認

された。また、団体の人材構成の特徴としては、若年層が多いこと、女性の割合が多い

こと、学歴がばらばらである場合に、有給職員数（あるいは正規職員数）が多くなるこ

とが明らかとなった。 

以上の結果から、NPO 法人の有給職員の雇用創出について、以下のようなインプリケ

ーションを導く。第 1 に、財政規模との関係性が強いことを考えると、まず、規模を拡

大するために事業支援が必要である。事業が軌道に乗り、ある程度の規模に達したら、

経営や雇用管理等のマネジメントの支援が必要になるだろう。雇用の質を担保した形で

の拡大が望ましい。 

第 2 に、市場賃金が低い地域は、どちらかといえば地方であり、地域経済が落ち込ん

でいるところといえるだろう。そういった地域こそ、NPO が雇用吸収の可能性を持つ存在

であり、地域人材を育てるインキュベーターとしての可能性を持つと認識する必要があ

る。NPO は、非営利組織であるがゆえに、地域経済のハブ的な役割を担える。行政からの

資金が雇用を生み出すのであれば、将来核となる地域の事業や人材育成に資金提供を行

い、NPO 活動を推進していくことが必要だろう。 

第 3 に、NPO のキャリア支援である。人材構成の特徴として、若年層が多い NPO ほど

雇用数が多いという結果が出た。NPO で支払われる賃金が、10 年前から比べて改善して

きているとはいえ、一般的にみればまだ低水準である。ただ、キャリア初期の 20 歳代で

あれば耐えうる金額かもしれないことを考えれば、NPO で働いたことがキャリアとして社

会的に高く評価され、次のキャリアにつながるようになれば、NPO の存在価値は高まるだ

ろう。NPO で働く人の教育訓練や能力開発が一層重要性を増し、社会に広く求められるよ

うな人材を排出していくことが、これからの NPO に求められることなのかもしれない。
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付表 1 記述統計量（2004 年調査） 

 

 

付表 2 記述統計量（2014 年調査） 

 

2004年調査データ Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
被説明変数

有給職員数 yukyu 3,399 5.548 12.250 0 111
正規職員数 seiki 3,410 1.689 3.826 0 54
非正規職員数 hiseiki 3,400 3.896 10.336 0 99

説明変数
団体年収（2002年度） q39b2 1,930 2724.427 21101.550 0 770001
分野 保健医療福祉ダミー q34_1_1d 3,495 0.377 0.485 0 1
設立年 q35 3,432 1998.309 7.881 1898 2003
所在地 政令指定都市 seirei 3,495 0.298 0.457 0 1

県庁所在地またはそれに順ずる都市 kencho 3,495 0.203 0.402 0 1
上記以外の市町村 shichoson 3,495 0.477 0.500 0 1

地域 東京ダミー tokyo 3,494 0.157 0.364 0 1
都道府県データ 市場賃金 wagesensus03 3,257 394.482 51.291 296.28 474.48
ボランティア数 有償ボランティア数 q1a6 3,411 5.079 22.132 0 500

無償事務局ボランティア数 q1a7 3,411 1.598 8.605 0 450
その他ボランティア数 q1a8 3,402 10.032 34.496 0 600

2014年調査データ（ウェイトあり） Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
被説明変数

有給職員数 yukyu 2,464 9.817 23.313 0 496
正規職員数 q1c_2013 2,509 3.285 6.652 0 90
非正規職員数 q1d_2013 2,539 6.532 19.264 0 439

説明変数
団体年収（2013年度） q30_7_r 2,370 3231.332 5979.096 0 61374
分野 保健医療福祉ダミー jiku_37 2,720 0.443 0.497 0 1
設立年 setsuritsu 2,549 2001.942 8.786 1939 2014
所在地 政令指定都市 seireid 2,720 0.350 0.477 0 1

人口10万人以上の市 kibo2 2,720 0.390 0.488 0 1
人口10万人未満の市 kibo3 2,720 0.185 0.388 0 1
町村 choson 2,720 0.076 0.265 0 1

地域 東京ダミー tokyo 2,720 0.193 0.395 0 1
東北3県ダミー jiku_41 2,720 0.042 0.200 0 1

都道府県データ 市場賃金 wagesensus 2,720 391.232 51.863 293.04 471.72
市場賃金（非正規） wagesensusｐｒｔ 2,720 1041.416 112.342 825 1222

ボランティア数 有償ボランティア数 q1f_2013 2,595 4.934 33.175 0 1085
無償事務局ボランティア数 q1g_2013 2,592 0.817 2.089 0 50
その他ボランティア数 q1h_2013 2,583 24.900 200.394 0 5000

人員構成の特徴 若年層が多い jiku_18 2,720 0.120 0.325 0 1
男性が多い jiku_20 2,720 0.408 0.492 0 1
大卒以上が多い jiku_22 2,720 0.332 0.471 0 1

資金提供元 公益法人、一般法人 q28_2_03 2,720 0.115 0.319 0 1
民間企業 q28_2_12 2,720 0.148 0.355 0 1
行政 gyosei 2,563 0.308 0.462 0 1
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NPOの就労に関する研究 

―恒常的成長と震災を機とした変化を捉える― 
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